
具　体　的　取　組　項　目（素案） 平成17年9月

17 18 19 20 21 17 18 19 20 21 合計

320,203 726,794 732,977 782,176 793,853 3,356,003

①収入の確保 110,898 183,399 183,355 183,576 183,540 844,768

納税課 不動産公売の実施 不動産公売の実施方法や業務体制づくりを検討
年度末ま
でに検討

納税課 収納率の向上

現年度分催告強化や差押財産の調査の充実等により
収納率を向上（H16年度ですでに0.6％向上、H17年度は
更に1％向上を目指し、H18年度以降は1.8％向上を目
指す）

７月実施 100,000 150,000 150,000 150,000 150,000 700,000

納税課 納税の利便性向上 コンビニエンスストアへの軽自動車税の収納委託
４月から
実施

課税課 課税体制の強化
市民税・固定資産税・法人市民税の課税体制の強化に
よる賦課総額の拡大

７月実施 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000 50,000

行財政改革
推進本部

公共施設等への広告掲載
について

広報誌・ホームページその他への広告掲載による収入
確保

９月実施 898 1,540 1,540 1,540 1,540 7,058

課税課 各種手数料の見直し 課税証明書・評価証明書等の発行手数料の引き上げ
４月から
実施

2,705 2,791 2,882 2,976 11,354

納税課 各種手数料の見直し 納税証明書発行手数料の引き上げ
４月から
実施

264 134 264 134 796

市民課 各種手数料の見直し 住民票の写し・印鑑証明書等の発行手数料の引き上げ
４月から
実施

11,506 11,506 11,506 11,506 46,024

環境保全課 各種手数料の見直し 事業系ごみ手数料改定・家庭系ごみ有料化等の検討
年度末ま
でに検討

公園緑地課
道路水路管
理課

各種手数料の見直し 明示手数料の引き上げ
４月から
実施

26 26 26 26 104

人権推進課 施設の有料化
ﾌﾛｰﾗﾙｾﾝﾀｰ会議室について、他無料施設との調整を図
りつつ有料化制度を検討

年度末ま
でに検討

スポーツ振
興課

施設の有料化
現在無料の公設スポーツ施設につき、受益者負担適正
化の観点から有料化を検討

４月から
実施

1,555 1,555 1,555 1,555 6,220

効　果　額（千円）
番号 実施内容（概要）テーマ担当課
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具　体　的　取　組　項　目（素案） 平成17年9月

17 18 19 20 21 17 18 19 20 21 合計

効　果　額（千円）
番号 実施内容（概要）テーマ担当課

実施時期（年度）

児童福祉課
個人用保育用品の自己負
担

貸与している個人用の保育用品の一部を自己負担とす
る

４月から
実施

74 74 74 74 296

健康福祉課 住民基本検診の有料化 住民基本検診の有料化
４月から
実施

5,729 5,729 5,729 5,729 22,916

教育総務課 公立幼稚園の保育料等 市立幼稚園の保育料等の改正を検討
７月まで
に検討

保険年金課
国民健康保険料負担の平
準化

料率等を見直して保険料負担の平準化を図り、保険料
を支払いやすくする

８月実施

保険年金課
保険料徴収における公平性
の確保

徴収係を新設する等して徴収体制を整備し、徴収の実
施を検討

４月から
実施

20,000 31,000 31,000 31,000 113,000

納税課
保険年金課

市税徴収と国保徴収の連
携

市税差押財産への保険年金課からの交付要求等、市
税徴収と国保徴収の連携を検討

年度末ま
でに検討

②計画的な財政運営 30,855 30,855 30,855 30,855 30,855 154,275

財政課 予算運営方法の改革
職員による節減努力の促進・より精度の高い予算編成
の実施等

10月から
実施

財政課
財政状況の推移の整理と
分析

決算収支状況と各財政指標の推移を整理分析し、将来
の目標値を設定する

10月から
実施

財政課
需用費・役務費・原材料費
の節減

事務事業を絶えず見直し、経費節減の徹底を図る
１７年度は予算査定において、前年実績の１０％カット ４月実施 30,855 30,855 30,855 30,855 30,855 154,275

保険年金課
国民健康保険財政の健全
化

医療費支出抑制・保険料収入の増収・国庫補助金等の
獲得を目指す

８月実施 140,000 140,000 140,000 140,000 140,000 700,000

③地方公営企業等の経営健全化 417,684 702,189 704,632 707,204 709,663 3,241,372

水道事業 8,477 19,636 19,636 19,636 19,636 87,021

水道総務課 民間委託への検討
料金収納・閉開栓・検針業務において、平成１５年から
民間委託を推進し、さらに平成１７年度より窓口業務を
委託する

７月実施 7,000 7,000 7,000 7,000 7,000 35,000

水道工務課 民間委託への検討
水質検査業務の藤井寺市からの派遣職員２名の内、１
名を業務委託する。

４月実施 1,477 1,477 1,477 1,477 1,477 7,385
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具　体　的　取　組　項　目（素案） 平成17年9月

17 18 19 20 21 17 18 19 20 21 合計

効　果　額（千円）
番号 実施内容（概要）テーマ担当課

実施時期（年度）

水道総務課 民間委託への検討
既に業務の一部を民間委託しているが、より幅広い民
間委託を検討する。

年度末ま
でに検討

水道工務課 危機管理体制の充実
防災マニュアルの見直しなどを行い、災害時の管理体
制の充実を図る。

年度末ま
でに検討

水道工務課 事業の見直し
老朽化施設の改修を計画的に進めるため、「施設整備
計画」を策定

年度末ま
でに検討

水道総務課 統合による効果について
水道工事・業務に関する契約から検査まで市と統一し、
効率化を図る

年度末ま
でに検討

水道総務課 水道料金の見直し
将来の事業計画により、周期的に受益者負担金を見直
し

年度末ま
でに検討

水道総務課 サービスの改善について サービス改善のため、満足度を把握（アンケート調査）
4月から
実施

水道工務課 統合による効果について
下水道工事の計画に併せて、より一層、上水道工事の
効率化を図る

８月実施

人事課 給料表について 人事院勧告を踏まえ検討会を立ち上げ給料表を見直す
年度末ま
でに検討

４月から
実施

11,629 11,629 11,629 11,629 46,516

人事課
初任給・中途採用の給与の
見直し

初任給の引き下げと中途採用者の前歴換算の見直し
年度末ま
でに検討

４月から
実施

-470 -470 -470 -470 -1,880

下水道事業 356,900 550,527 552,970 555,536 558,001 2,573,934

下水業務課 水質検査の統合
下水道法に係る排水基準と環境測定に係る水質検定
方法が類似するため水質検査の統合

４月から
実施

300 300 300 300 1,200

下水業務課 契約方法の改善
ポンプ場などの管理や保守点検業務の契約方法の改
善

年度末ま
でに検討

下水業務課 水洗化啓発事業の委託
各家庭の排水管の汚水管への接続啓発業務の民間委
託

年度末ま
でに検討
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具　体　的　取　組　項　目（素案） 平成17年9月

17 18 19 20 21 17 18 19 20 21 合計

効　果　額（千円）
番号 実施内容（概要）テーマ担当課

実施時期（年度）

下水業務課 管理業務の委託 事故防止ため、マンホールポンプの管理業務を委託
年度末ま
でに検討

人事課 給料表について 人事院勧告を踏まえ検討会を立ち上げ給料表を見直す
年度末ま
でに検討

４月から
実施

10,439 10,439 10,439 10,439 41,756

人事課
初任給・中途採用の給与の
見直し

初任給の引き下げと中途採用者の前歴換算の見直し
年度末ま
でに検討

４月から
実施

-1,300 -1,300 -1,300 -1,300 -5,200

下水道業務
課

使用料の見直し 下水道使用料金の適正な見直し
４月から
実施

141,088 143,531 146,097 148,562 579,278

下水道業務
課

資本費平準化債の活用 使用料の適正化に伴う資本費平準化債の活用 ４月実施 356,900 400,000 400,000 400,000 400,000 1,956,900

病院事業 52,307 132,026 132,026 132,032 132,026 580,417

医事総務課 委託業務の管理
業務のマニュアル作成と業務遂行のチェック体制を確立
する

４月から
実施

医事総務課 業務委託の見直し
①診療報酬業務の点検ﾁｪｯｸ機能等の分析と見直し
②診療報酬に関する業務の完全委託化

①
10月から
実施

②
4月から
実施

5,000 5,000 5,000 5,000 20,000

医事総務課 入札方法の改善 庁舎管理・清掃業務等委託の一本化 ４月実施 21,500 24,000 24,000 24,000 24,000 117,500

医事総務課 委託業務の見直し 経営コンサルタント委託の廃止 ４月実施 11,340 11,340 11,340 11,340 11,340 56,700

医事総務課 給食材料の購入方法検討 指名競争入札の導入
４月から
実施

医事総務課 通院の利便性向上
病院直通バスの運行又は循環バスの運行経路等の見
直し（担当課と協議）

10月まで
に検討

医事総務課 物品の購入と管理 導入効果の検討と管理体制の確立
４月から
実施

5,000 5,000 5,000 5,000 20,000

119

116

117

118

115

120

121

122

123

124

125

126

4



具　体　的　取　組　項　目（素案） 平成17年9月

17 18 19 20 21 17 18 19 20 21 合計

効　果　額（千円）
番号 実施内容（概要）テーマ担当課

実施時期（年度）

病院経営企
画室

情報の共有化
病院職員間の情報の共有化と開かれた財政運営の確
立

８月実施

病院看護部 実力が発揮できる体制作り
患者の病気に応じた適切な病床の配置で看護の専門
性を発揮し、より良い医療の提供で患者数の増加を図
る

８月実施

医事総務課 救急医療体制の整備
医師の確保と看護師の適正配置を行い救急体制を充
実させる

10月まで
に検討

医事総務課 組織の見直し 総長制度の廃止 ４月実施 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 75,000

病院経営企
画室

病診連携の充実 専任職員の配置により体制の強化を図る ４月実施

病院看護部 夜勤の定員見直し
早出・遅出導入による夜勤人員の見直しを行い夜勤回
数を減らす

８月実施 1,467 2,409 2,409 2,415 2,409 11,109

医事総務課 定員管理の適正化 業務量の把握と費用対効果を考慮した適正人員の配置
年度末ま
でに検討

人事課 給料表について 人事院勧告を踏まえ検討会を立ち上げ給料表を見直す
年度末ま
でに検討

４月から
実施

68,177 68,177 68,177 68,177 272,708

人事課
初任給・中途採用の給与の
見直し

初任給の引き下げと中途採用者の前歴換算の見直し
年度末ま
でに検討

４月から
実施

-6,300 -6,300 -6,300 -6,300 -25,200

医事総務課 人事交流 職場の活性化と職種間の意思疎通の強化
10月から
実施

病院看護部 スキルアップの推進
各診療科病棟への計画的配属による各診療科特有の
看護技術の取得と向上

４月実施

病院看護部 スキルアップの推進 認定看護師コース（長期研修会）への参加を実施 ４月実施

病院看護部 スキルアップの推進
研修・学習方法の工夫で誰でも受講しやすい研修を実
施

９月実施

138

139

133

136

137

134

135

132

128

129

130

127

131

5



具　体　的　取　組　項　目（素案） 平成17年9月

17 18 19 20 21 17 18 19 20 21 合計

効　果　額（千円）
番号 実施内容（概要）テーマ担当課

実施時期（年度）

病院看護部 スキルアップの推進 病棟における専門性を目指した教育体制作り ４月実施

医事総務課 手数料等の見直し 診断書等発行手数料の適正化
４月から
実施

1,400 1,400 1,400 1,400 5,600

医事総務課 自費診療費の見直し 産婦人科自費診療費の適正化
10月から
実施

3,000 6,000 6,000 6,000 6,000 27,000

病院経営企
画室

経営の健全化
原価計算を確立することにより各部署での問題点や改
善策を検討する

10月から
実施

④他会計等への繰出金等の適正化 178,450 512,540 518,767 525,333 537,046 2,272,136

行財政改革
推進本部

特別会計等への繰出金の
見直し

繰出金の削減のために、特別会計等の財政健全化を
促進するよう各特別会計・企業会計担当課と調整

10月から
実施

356,900 550,527 552,970 555,536 558,001 2,573,934

財政課 地方交付税への影響
下水道事業における資本費平準化債の活用に伴う地方
交付税への影響額

４月実施 -178,450 -198,220 -194,436 -190,436 -181,188 -942,730

行財政改革
推進本部

一部事務組合負担金の見
直し

市の行革の取り組みの趣旨・姿勢を一部事務組合にも
反映し負担金の削減を図る(人件費、物件費の１０％相
当の削減）

４月から
実施

160,233 160,233 160,233 160,233 640,932

⑤公共施設等の見直し 42,412 42,412 84,824

社会教育課
青少年教育キャンプ場の運
営の検討

施設規模・内容等から、近隣他市との比較においても、
利用料の値上げは望めないが、開設期間の縮小で経
費節減をはかる。

年度末ま
でに検討

人権推進課
女性センターの運営方法の
検討

市立女性ｾﾝﾀｰの夜間業務形態等を再検討した上で適
切な運営方法の検討

年度末ま
でに検討

児童福祉課 保育所運営方法の見直し 民営化も含め市民ニーズに対応できる保育行政を行う
４月から
実施

42,412 42,412 84,824

指導課 市立幼稚園のあり方の検討
① 延長保育・預かり保育を実施
② 幼保一元化や再編

①
１１月ま
でに検討

②
年度末ま
でに検討
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